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1. 少子化問題についての概観と私たちのスタンス 
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（出典：厚生労働省「平成29年我が国の人口動態」） 

出生数及び合計特殊出生率の年次推移 

1.少子化問題についての概観と私たちのスタンス 
（1）問題の概観 

深刻な少子化が日本を襲っている。 
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日本の人口動態と将来推計 

（出典：内閣府「平成28年版少子化対策白書」） 

1.少子化問題についての概観と私たちのスタンス 
（1）問題の概観 

2050年には1億人を割ると推計されている。 
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「財政問題」：膨大な借金の返し手の減少 

 「地方消滅」：全国の半分が消滅可能性都市 

 「内需減少」：生産者、消費者、投資の減少 

   「活気不足」：社会の勢いが減退 

人口減少 

債務残高の国際比較（対GDP比） 日本のGDP成長率推移 

※消滅可能性都市とは 
少子化や人口移動に歯止めがかからず、 
将来に消滅する可能性がある自治体を指す。
増田寛也元総務相ら民間有識者でつくる日本
創成会議が５月に打ち出した考え方。全国の
市区町村の半分にあたる896自治体を指定し
て、早急な人口対策を促した。（日経新聞2014/9/24） 

（出典：内閣SNAサイト） 

（出典：財務省HP「債務残高の国際比較（対GDP比）」） 

1.少子化問題についての概観と私たちのスタンス 
（1）問題の概観 

少子化に伴い、様々な問題が引き起こされると予測されている。 
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1.少子化問題についての概観と私たちのスタンス 
（1）問題の概観 

「少子化」は通常予算で対策すべき重要案件であるはず。 

「少子化対策予算」は、現在の予算をリセットしてでも 
 
「国防予算」と合わせてしっかり確保するべきものと考える。 

上記を前提にしているが、 
 
これはすぐどうにかなる問題では無い事を当然理解した上で、 
 
今回の提言では、別の角度からの具体的な対応策を提言したい。 
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自動化の可能性が高い職業 自動化の可能性が低い職業 

鉄道の運転士 ソフトウェア開発者 

会計・経理事務職 判事 

税理士 看護師 

郵便窓口 高校教師 

タクシー運転手 歯科医 

受付 大学講師 

合計特殊出生率が1.5人を下回った国が、短期間に低出生状態から脱出で
きない場合、再びそれ以上の水準を回復する可能性は極めて少なく、1.5
を巡る危機意識のようなものが、世界中で蔓延(まんえん)し始めている。
合計特殊出生率の回復に要する経済的コストは、同じ絶対量0.1の引き上
げでも、1.6から1.7への回復より、1.3から1.4への回復の方がはるかに
多くなると言われている。 
 

（小川直宏 日本大学教授 知恵蔵より) 

製造業やサービス業の自動化が進んでおり、今後10〜20年以内に自動化される可
能性が75%以上の職業に就いている日本の雇用者は雇用者全体の49%を占める。 

少子化で人口が減っても、高齢者活用や 
生産性向上で経済成長はできる 

合計特殊出生率が1.5を切った社会が、再度それ以上
の水準を回復する可能性は極めて少ない 

（出典：社会実情データ図録） (オックスフォード大学准教授：Ｍ・オズボーン、オックスフォード大学 
フェロー：Ｃ・フレイと野村総研の研究による) 

1.少子化問題についての概観と私たちのスタンス 
（1）問題の概観 

 一方で、少子化は問題ではないとする議論もある。 

日本の長期的な人口推移を考えれば問題ではない AIやロボットの発達等により職が減るので丁度よい 

(出典：総務省統計局) 
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○婚活サポートコンソーシアム加盟団体一覧 

※過去8回の会合を開催 

問題意識を持つ事業者で少子化対策について幅広く議論し、「出会い・婚活・出産・育児」 
その他、具体的な対応策について検討・発表・実現していく「婚活サポートコンソーシアム」を結成。 

1.少子化問題についての概観と私たちのスタンス 
（2）私たちのスタンス 

「少子化は問題でない」「対策は無理」などの議論にも一理あるものの、状況は深刻
であるため、具体的な対応策を検討すべきであるというのが本会のスタンスである。 

第1回シンポジウム 
「未婚化・少子化時代に応える企業とは」 

第2回シンポジウム 
「未婚化・少子化時代のパートナーシップのあり方」 
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2. 少子化問題の解決に向けての本会としての提言 
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・重点を絞った大胆な提言をすることに尽力 
 
・包括的視点から他の諸施策についても検討・言及 
 
・政策の実現性を高める仕掛けについても考慮 
 （体制・PR方法など） 

2. 少子化問題の解決に向けての本会としての提言 
（0）要旨 

〜基本的な考え方は以下の3点〜 
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包括的観点からの 
その他プラン 

 1. 出産・子育て費用の原則無料化 

 2. 思い切った誕生祝金の付与 

 3. ひとり親への支援（シングルマザー等対策） 

 1. 新体制の整備 

 2. PR方法 
    （ワクワク感を醸成するアプローチ/危機感を募るアプローチ） 

 3. 財源についての検討 

出産を促進する 
ための政策  
〜3つの柱〜 

政策の実現性を 
高める仕掛け  
〜3つの柱〜 

 1. 若者の経済力向上 

 2. 結婚マッチング支援 

 3. 出産の経済的障壁低減 

 4. 出産の肉体的障壁低減 

 5. 子育てしやすい環境の整備 

 6. 婚外子の地位向上 

 7. その他の対策 

 8. 社会減対策 

2. 少子化問題の解決に向けての本会としての提言 
（0）要旨 

〜以下の3つのカテゴリで具体策を提示〜 
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・出生率1.8を目指す（2016年の新三本の矢（第二の矢）） 
・働き方改革の推進（時短により結果として男性の育児参加促進） 

気づくのが遅かった（最初の対応が遅い） 中途半端 

焦点が不明 最近になってようやく取組みが本格化 

夫の育児参加と第2子出生数 

・待機児童対策など、周辺対策がメイン 
・対策が総花的 
・目標となる数値目標（KPI的要素）が弱かった 
                          など 

・日本の子育て支援の支出額はOECD26カ国の平均の約半分 
・一方で高齢者一人当たりに対してはOECD26カ国の平均並み 
 

（出典：柴田悠「子育て支援が日本を救うー政策効果の統計分析」勁草書房） 

・他国が少子化対策に動く中、初動が遅れ、第3次ベビーブームは起こらず 
・1990年の「1.57ショック」を契機に少子化対策の検討開始 
・1995年「エンゼルプラン」 
・1999年「新エンゼルプラン」 
・2003年  少子化対策基本法 
・2012年  子ども・子育て支援法 等 子ども・子育て関連3法 
・2015年  子ども・子育て支援法改正 
 

（出典：厚生労働省 21世紀成年者縦断調査（2012）） 

2. 少子化問題の解決に向けての本会としての提言 
（1）過去の政策の検証 

過去様々な政策が実施されており、多少の結果は生まれてきているが、焼け石に水と
も言うべき状況。合計特殊出生率は上がっても（過去最低だった2005年の1.26から

2015年の1.46へ）、出生数はほぼ一貫して減少。 
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生涯未婚率の急上昇 

（出典：国立社会保障・人口問題研究所／人口統計資料集2014） 

初婚年齢および出生時年齢の急上昇 

（出典：厚生労働省・人口動態統計） 

お見合いの激減 万件 

（出典：国立社会保障・人口問題研究所／出生動向基本調査） 

2. 少子化問題の解決に向けての本会としての提言 
（2）少子化の真の要因を探る 

 未婚化、晩婚化が進行。 
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離婚の常態化（3人に1人が離婚） 

（出典：厚生労働省・人口動態統計） 

1947年に79,551組だった離婚数は 

2016年に217,000組に。 

婚外子の激減 

（出典：社会実情データ図録と厚生労働省「人口動態統計」より弊社算出） 

1947年に101,580人だった婚外子の数は 

2014年に22,851人に。 

2. 少子化問題の解決に向けての本会としての提言 
（2）少子化の真の要因を探る 

家庭の形も変化。 
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教育投資・学費の激増 
（大学授業料の変化） 

（出典：年次統計、総務省統計局小売物価統計調査） 

専業から共働きへ 
（専業主婦世帯と共働き世帯の変化） 

2. 少子化問題の解決に向けての本会としての提言 
（2）少子化の真の要因を探る 

 教育費用の増加や、共働きの常態化など、 
子育て環境も変化してきている。 

（出典：厚生労働省「厚生労働白書」、内閣府「男女共同参画白書」 
（いずれも平成26年版）、総務省「労働力調査（詳細集計）」（2002年以降）） 
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少
子
化
対
策 

第1子出産 

結婚を奨励する政策 

参
考 

結婚せずに 
出産 

 ・子育て 
 ・第2子以降誕生 

結婚 

子どもを産みやすくする政策 

婚外子の地位向上 

 第1子出産以降の 
 子育て環境の充実策 

離婚 

 シングルマザー（ファザー） 
 向け政策 

 その他の政策 

海外 

外国人労働者の受け入れ 外国人の暮らしやすい環境づくり 

日本 

2. 少子化問題の解決に向けての本会としての提言 
（3）解決に向けた全体像 

少子化に対しては以下に提示した通り、 
人生の各フェーズごとに様々な対策が考えられる。 
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包括的観点からの 
その他プラン 

出産を促進する 
ための政策  
〜3つの柱〜 

政策の実現性を 
高める仕掛け  
〜3つの柱〜 

2. 少子化問題の解決に向けての本会としての提言 
（4）本会の提案の全体像 

 以下の3つのカテゴリで具体策を提示（再掲）。 

 1. 出産・子育て費用の原則無料化 

 2. 思い切った誕生祝金の付与 

 3. ひとり親への支援（シングルマザー等対策） 

 1. 新体制の整備 

 2. PR方法 
    （ワクワク感を醸成するアプローチ/危機感を募るアプローチ） 

 3. 財源についての検討 

 1. 若者の経済力向上 

 2. 結婚マッチング支援 

 3. 出産の経済的障壁低減 

 4. 出産の肉体的障壁低減 

 5. 子育てしやすい環境の整備 

 6. 婚外子の地位向上 

 7. その他の対策 

 8. 社会減対策 
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3. 重点施策 〜3つの柱〜 
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費目 

出産費用 

子育て費用 
（いずれも中学3年まで適用） 

妊婦健診 
出産費用 

子どもの医療費 

学校教育費 
学校給食費 

学校外活動費 
(塾・習い事等)  

保育費 

無料化 
（平均費用を助成） 

無料化 
（健康保険の自己負担額を全額助成） 

無料化 
（公立における学校教育費・学校給食費相当額を補助。 

 私立は同額補助） 

平均費用をカバー 
（公立通学生の平均学校外活動費に準拠）                              

●小学生：年額２２万円分補助  
●中学生：年額３１万円分補助 

      平均費用をカバー                                      

     ●未就学児：年額２３万円分 
    （幼保学費・ベビーシッター代等相当額）                              
    ●小学生：年額２万円分（学童保育費相当額） 

※「学校外活動費」「保育費」は、「[仮称]子育て応援券（バウチャー券）」を配布（使用目的別に発行。発行額は定期的に見直し） 

6,127億円 

5,956億円 

1兆2,405億円 

2兆4,371億円 

1兆7,659億円 

※子どもの人口は2015年、医療費は平成26年度「医療費の概況」※児童数（小学生・中学生）は、2015年のものを使用（総務省統計局より）。 
※学習日は2015年文部科学省「子どもの学習日」より。 
※保育費の未就学児は2012年年齢別人口（総務省統計局）０〜６歳より。厳密には、6歳の小学生もいるが、便宜上6歳は全て未就学児としている。 
※項目別子育て費用は、内閣府／子育て費用に関する調査（2012年）における対象者全体平均より。 

3. 重点施策 〜3つの柱〜 
（1）出産・子育て費用の原則無料化 

出産費用と、子育て費用（医療、教育、学校外活動、保育）の無料化。 

内容 費用合計 
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＊対象は妻の年齢50歳未満の初婚同士の夫婦。（出典：国立社会保障・人口問題研究所／出生動向基本調査） 

3. 重点施策 〜3つの柱〜 
（1）出産・子育て費用の原則無料化 

理想の子ども数を持たない一番の理由は 
「子育てや教育にお金がかかりすぎる」こと。 

理想の子ども数を持たない理由 

21 
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第1子誕生 第2子誕生 

費用 
第1子出生数（約48万人）✖100万円＋第2子出生数（約36万人）✖100万円 
＋第3子出生数（13万人）✖300万円＋第4子以降出生数（3.5万人）✖100万円 

＝1兆2,650億円 
 
 
 

お祝い金100万円 お祝い金100万円 

※子が出生により日本国籍を取得できる場合 
 １．出生の時に父又は母が日本国民であるとき 
 ２．出生前に死亡した父が死亡の時に日本国民であったとき 
 ３．日本で生まれ，父母がともに不明のとき，又は無国籍のとき 

婚姻関係の有無に関わらず、出生した子が日本国籍を取得できる場合（※）、子が出生してから３カ月後以降 
１年以内に母（代理人として父、後見人は可能）が受け取ることができることとする。 

第3子誕生 

お祝い金300万円 

第4子誕生以降 

お祝い金100万円 

3. 重点施策 〜3つの柱〜 
（2）思い切った誕生祝い金の付与 

 特に第3子には300万円のお祝い金を付与する。 
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（出典：国立社会保障・人口問題研究所／出生動向基本調査） 

3. 重点施策 〜3つの柱〜 
（2）思い切った誕生祝い金の付与 

2人目、3人目と生むインセンティブが一つの鍵。 

理想の子ども数と現存の子どもの数の推移 

23 
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父子家庭の平均年収（約380万円）に満たない「ひとり親世帯」に対して、 
実際の年収と父子家庭平均年収との差額を子育て支援券方式（バウチャー）にて給付 

父子世帯平均年収 
約380万円 母子世帯平均年収 

約223万円 

費用（概算イメージ） 
124万世帯（母子世帯） × 157万円（父子家庭平均年収380万円－母子家庭平均年収223万円） 
 

＝1兆9,468億円 

平均に達しない 
世帯へ支援を拡充 

・主として、いわゆるシングルマザーの支援を企図。離婚率が約３割となる中、女性から見て「結婚→出産→離婚」というプロセスを 
 歩んだ場合のリスクを低減することが、出産のインセンティブを増すことができると考えられる。 
 
・現金支給だと、１）支給分を子育て以外の使途に充ててしまう、２）働くインセンティブを削ぐ、というモラルハザードが生じるため、 
 子育て支援券方式（バウチャー）での給付が望ましい。 
 
・離婚後、実際には支払われないケースが多いとされる「養育費」の徴収強化なども同時に実施することが望ましい。 
 
・助成金と並行にシングルマザーの自活力が上がる女性向け職業の拡大や、雇用先企業への支援金付与も検討の余地あり。 

3. 重点施策 〜3つの柱〜 
（3）ひとり親への支援 

ひとり親世帯の平均年収が、せめて、父子家庭平均年収(約380万円)に 
なることを目指して、支援を拡充（母子家庭平均年収は約223万円)。 
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再掲：離婚の常態化（3人に1人が離婚） 

（出典：厚生労働省・人口動態統計より） 

1947年に79,551人だった離婚数は 

2016年に217,000人に。 

シングルマザーの年間収入の構成割合 

（出典：厚生労働省・統計資料より作成） 

3. 重点施策 〜3つの柱〜 
（3）ひとり親への支援 

シングルマザーの収入は厳しく、全体の64％が200万円未満。 
「結婚→出産→離婚」というプロセスを経た場合のリスク低減が 
出産のインセンティブを増すことができると考えられる。 

25 
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4. 政策の実現性を高める仕掛け 〜3つの柱〜 

26 
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① 内閣総理大臣決定等により、主要閣僚からなる「出産・子育て推進本部」を設置。 
 
② 本部を支える組織として、内閣官房（又は内閣府）内に、上記本部事務局を設置。 
  本部事務局には、厚労省等からの出向組に加えて、民間人の出向者や転職者を受け入れる。 
 
③ 上記事務局を拠点に「出産・子育て推進法案」を準備。 
  （法案の原案はここで作成するが、場合によっては、可能な限り超党派的な議員立法として 
   国会に提出） 
 
④ 上記法案に「出産・子育て省（庁）」の設置を明記し、新組織の設置を準備する。 
 
⑤ １〜２年後を目途に「出産・子育て省（庁）」を設置し、国家としての目標設定や関連予算   
  の総括を担当する。担当大臣（少子化担当大臣の発展系）も設ける。 
      １）担当大臣には、極力、政治力のある人物を就任させ、   
    ２）新省庁には霞が関内外から広く人材を集め、 
      ３）出産・子育て関連施策に関する同省（庁）の他省庁に対する優位性を明確にする。 
 

4. 政策の実現性を高める仕掛け 〜3つの柱〜 
（1）新体制の整備 

27 
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1）人口時計（借金時計のように、人口減少が刻一刻と進む） 

2）地方消滅地図（消滅可能性都市が時を追うごとに地図から消えていく) 

危機感醸成型アプローチ 

＋ 

1）動画の配信 
 （参考：P&G「アカデミー賞監督のイニャリトゥ氏の動画、パンパース「mama’s first birthday」） 

2）出産経験のある芸能人などを活用したイベント 
 （例：ピンクリボン、クールビズ等） 

「子どもを持つ喜び」を広めるアプローチ（ワクワク感を醸成） 

※ その他、旧時代的な「正統的結婚観」を墨守し、また、当該結婚観の下で誕生した子供のみをポジティブに 
  とらえる現状を改めるべく、関連する制度・用語を積極的に見直していくことが重要。 
  （例：「婚外子」「非嫡出子」等の差別的な用語の見直し、「選択的夫婦別姓制度」の導入など） 

4. 政策の実現性を高める仕掛け 〜3つの柱〜 
（2）PR方法 

28 



Copyright(c)IBJ Inc. All rights reserved 

財源案 

・妊婦健診・出産費用 
・子どもの医療費         
・教育費：学校教育費・学校給食費 
      学校外活動費(塾・習い事等)   
・保育費 
・誕生お祝い金   
・ひとり親支援 
      
 
 

6,127億円 
5,956億円 

1兆2,405億円 
2兆4,371億円 
1兆7,659億円 
1兆2,650億円 
1兆9,468億円 

 
合計  9兆8,636億円 

 
裁量的経費の１割カット（約1.5兆円） 
 
新たな資産課税（金融資産のうち、現預金のみに１％かけると約８.9兆円） 
 
新たな所得課税（雇用者報酬263兆円の１％は、約2.6兆円） 
 
コンソル債の発行 
 
外為特会や労働保険特会の活用 
 
などが考えられる。  

4. 政策の実現性を高める仕掛け 〜3つの柱〜 
（3）財源についての検討 
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5. その他の包括プラン一覧 
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1. 若者の経済力向上 2. 結婚マッチング支援 

3. 出産の経済的障壁低減 4. 出産の肉体的障壁低減 

5. 子育てしやすい環境の整備 6. 婚外子の地位向上 

7. その他の対策 

 18〜24歳の失業者・非正規雇用者に対する職業訓練 
 プログラムの拡充 
 高齢者から若者への資産移転を促進するための大胆な税制改

正（贈与税・相続税・年金への課税等） 

 公設の結婚マッチング支援プラットフォーム設立 
    （出会いの場の提供） 
 民間の結婚相談所などが実施するお見合いサービス利用への

助成 

 配偶者・子どもの数に応じた所得控除制度 
    （例えば Ｎ分のＮ乗方式）の導入 
 子ども用品に対する消費税の免税 

 不妊治療費の保険適用化（適用する年齢の上限は医学的見地
から設定） 

 卵子の凍結保存費用を助成 

 ベビーシッターの活用促進（従事者拡大＋利用拡大） 
 年次有給休暇・育児休業・産休の取得促進 
 時間外労働の抑制 
 ひとり親向けシェアハウス・子育てシェアサービスの拡充 

 戸籍法（出生届に嫡出子・非嫡出子を記載しなくてはならな
い等）の改正 

 民法における300日規定の改正 
 事実婚の容認制度の導入 

 出入国管理要件の緩和 
    （既存の高度人材ポイント制の水準緩和） 
 外国人の暮らしやすい環境づくり 
    （インターナショナルスクールの整備） 

8. 社会減対策 

 次世代ファンドの創設（少子化対策費用の財源として活用） 
 出産した方や子育て環境の充実に貢献した企業等への表彰制

度構築 
 福利厚生拡充等による社員の結婚・出産・子育て支援金付与 

5. その他の包括プラン一覧 
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参考資料 
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【１】 出産 
 
 ① 妊婦健診・出産費用の無料化 
   ●6,127億円（妊婦健診：1,226億円、出産費用：4,901億円） 
 
   ◆妊婦健診費用 12.5万円（仮定）×981,000人（2016年出生数）＝1,226億円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

 現在は保険適用外。 
 妊婦健診は、平均すると14回（妊娠初期〜妊娠6ヶ月：4回、〜9ヶ月：6回、〜出産まで：4回）で、

約10〜15万円かかる（病院・回数等によって異なる）。 
 妊婦健診は以下のとおり、多くの自治体で助成されている。 
 妊婦１人あたりの公費負担額：全国平均 98,834円 

市区町村の公費負担状況 

参考資料 
 ○出産・子育て費用詳細 
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◆出産費用 平均的な出産費用499,615円×981,000（2016年出生数）＝4,901億円 

 （出典：国民健康保険中央会／正常分娩分の平均的な出産費用について（平成２7年度）） 

 
 現在は保険適用外。 
 現在は以下のとおり、出産育児一時金として42万円の給付を受けられる。 

出産育児一時金の手続きの流れ 

参考資料 
 ○出産・子育て費用詳細 
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※年齢別人口は平成27年10月1日時点。年間医療費は厚生労働省／ 
平成26年度 国民医療費の概況より。 

【２】 子育て（いずれも中学３年生まで適用、所得制限なし。） 
 
 ① 子どもの医療費の無料化（健康保険の自己負担額を全額助成） 
   ●5,956億円 

＊現在、小児患者が支払う医療費自己負担分について、居住地の地方公共団体が事業として助成し、実質的な自己負担がなしとなっているところは多いが、国から特別な予算措置がなされているわけではない。 
   例）東京都・東京２３区 
   －乳幼児医療費助成（小学校就学前まで）：入院及び通院による医療にかかる健康保険の自己負担分を全額助成 
   －義務教育就学時医療費助成（小学生及び中学生） 
     入院…健康保険の自己負担分を全額助成（入院時食事療養費標準負担額は除く） 
     通院…健康保険の自己負担分のうち、一部負担金（通院１回につき２００円）を控除した額を助成 

※厳密には、6歳の小
学生もいるが、便宜上
6歳は全て未就学児と
している。 

参考資料 
 ○出産・子育て費用詳細 
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出典：文部科学省／平成２6年度子どもの学習費 

②教育費：(1)学校教育費・学校給食費の無料化（公立における学校教育費・学校給食費相当額を補助。私立通学生も同額） 

  ●1兆2,405億円（学校教育費8,279億円＋学校給食費4,126億円） 
 
  ◆学校教育費 8,279億円 

    小学校：１人あたり学校教育費59,228円×児童数（公立＋私立）6,502,836人 
        ＝3,851億円 
    中学校：１人あたり学校教育費128,964円×児童数（公立＋私立）3,434,189人 
        ＝4,428億円 
  
     ◆学校給食費 4,126億円 
     小学校：１人あたり学校給食費43,176円×児童数（公立＋私立） 6,502,836人 
        ＝2,807億円 
     中学校：１人あたり学校給食費38,422円×児童数（公立＋私立） 3,434,189人 
        ＝1,319億円 
 
 

参考資料 
 ○出産・子育て費用詳細 
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学校教育費・学校給食費 詳細 

参考資料 
 ○出産・子育て費用詳細 
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（再掲）子どもの学習費 

出典：文部科学省／平成２6年度子どもの学習費 

②教育費：(2)学校外活動費の平均費用をカバー（公立通学生の平均学校外活動費に準拠） 

 
 小学生１人につき：年額22万円分、中学生１人につき：年額31万円分を 
 「［仮称］子育て支援券（バウチャー券）」にて補助。 
 

 ●2兆4,371億円（学校外活動費） 
     小学校：１人あたり220,000円×児童数（公立＋私立）6,502,836人 

       ＝1兆4,306億円 
    中学校：１人あたり310,000円×児童数（公立＋私立）3,434,189人 
       ＝1兆65億円 

参考資料 
 ○出産・子育て費用詳細 



Copyright(c)IBJ Inc. All rights reserved 

39 

学校外活動費 詳細 

参考資料 
 ○出産・子育て費用詳細 
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 ③「保育費」の平均費用をカバー 
   未就学児１人につき：年額２３万円分、小学生１人につき：年額２万円分を、[仮称]子育て支援券（バウチャー券）にて補助。 

 

  ●1兆7,659億円 
    未就学児 ：１人あたり230,000円×児童数7,113,000人＝1兆6,359億円 
    小学校  ：１人あたり20,000円×児童数6,502,836人＝1,300億円 
          
  

※児童数（小学生・中学生）は、2015年のものを使用（総務省統計局より）。 
※未就学児は2012年年齢別人口（総務省統計局）０〜６歳より。厳密には、6歳の小学生もいるが、便宜上6歳は全て未就学児としている。 
※項目別子育て費用は、内閣府／子育て費用に関する調査（2010）における対象者全体平均より。 

参考資料 
 ○出産・子育て費用詳細 
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保育費用の内容詳細 

参考資料 
 ○出産・子育て費用詳細 
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 フランスの家族手当は収入に関係なく支給。子ども1人の家庭は対象にならないが、子ども2人の家庭は、毎月約

117ユーロ（16,380円）が支給される。子どもが11歳以上になると加算され、20歳まで支給。 
 3人目からは1人につき約150ユーロ（21,000円）と給付額は増える。子ども3人以上の家族に対する優遇措置は

鉄道運賃の割引、文化・レジャー施設の料金の割引など、生活の隅々に及ぶ。 
 フランスでは子どもが3歳になるまで両親の一方が休職することができる。国はこの間、給与水準に応じて月額最

高約512ユーロ（71,680円）の休業手当を支給する。企業は、復職後、以前と同等の地位を保障しなければなら
ない。 

 ３歳以上であると無償で子どもを託すことができる。 
 国公立学校の教育費は高校まで無料。 

育児費用 
支援政策 

 出産前後の検診代や出産費用は基本的に無料。別途「出産準備金」（約100,000円）、「子育給付金」（3歳まで
毎月約20,000円）が支給され、所得制限がない。 

 PMIと呼ばれる地域の母子保護センターでは、無料で乳幼児の検診や授乳指導や子育て相談が受けられる。また、
尿失禁や臓器下垂を防ぐための筋肉運動療法士による産後の骨盤底リハビリテーションにも処方箋が出る。これら
のサービスも全て無料。 

 不妊治療に保険が適用されるため、受診しやすい環境。 

出産費用 
支援政策 

フランス 

出産前後の費用は原則無料。各手当は第３子以降特に手厚く、育児休暇の保障の充実が特徴。 

 
 
 

ﾉﾙｳｪｰ  出産費用・出産前後の検診も含めて、すべて無料。 
出産費用 
支援政策 

育児休業時の保障が手厚い。大学まで授業料がかからず、18歳まで手当がされる。 

参考資料 
 ○出産・子育て費用詳細 

海外事例 
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 大学まで授業料は無料。子どもたちの多くは公立学校に通い、18歳で高校を卒業すると実家を離れるのが一般的
で、大学進学は本人が国の教育ローンを借りることが多い。 

 児童手当は、子ども１人当たり月額972クローネ（約17,500円）支給される。18歳まで支給され、所得制限はな
い。 

 18歳以下の子どもを養育する人全てに、税金の還付がある。子どもが15歳になるまでは年1,820クローネ（約
32,800円）、16〜18歳の場合は年2,540クローネ（約45,700円）が還付される。 

 育児休業は46週間（賃金の100％を保証）または56週間（賃金の80％を保証）から選択できる。 

育児費用 
支援政策 

 

ﾉﾙｳｪｰ 

ﾃﾞﾝﾏｰｸ 

 出産費用・出産前後の検診も含めて、すべて無料。 
出産費用 
支援政策 

幼児時の支援（保育料・ベビーシッター補助）が手厚い。大学まで授業料はかからない。 

 出産・育児時に女性がもらえる有給休暇は、民間企業で29週間、公務員で34週間。父親は２週間の有給休暇。 
 保育園だけでなく、ベビーシッターが充実している。いずれも有料であるが、保育園には所得に応じた大幅な減額

処置があり、ベビーシッターには75%の助成金が支給される。 
 デンマークの子ども手当は、18歳未満に対して、年齢に応じて支給される。０〜２歳は年間約320,500円、３〜

６歳は年間約253,500円、７〜17歳は年間約200,000円（10,980クローネ）が支給される。 
 幼稚園クラスから大学まで、教育費は無料。デンマークでは、選挙権が与えられる18歳から大人とみなされる。

しかし、大学在学中は一人につき毎月91,000円が国から支給される。 

育児費用 
支援政策 

参考資料 
 ○出産・子育て費用詳細 

海外事例 
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参考資料 
 ○誕生お祝い金費用詳細 

費用の詳細 

44 

費用 
第1子出生数（約48万人）✖100万円＋第2子出生数（約36万人）✖100万円 
＋第3子出生数（約13万人） ✖300万円＋第4子以降出生数（約3.5万人）✖100万円 
 

＝1兆2,650億円 



Copyright(c)IBJ Inc. All rights reserved 

45 

 
【ひとり親世帯数と平均世帯収入】 
 
・母子世帯 124万世帯/ 223万円 
・父子世帯   22万世帯/ 380万円（日本の全世帯の平均年収は537万円） 
                 （出典：平成29年厚生労働省「ひとり親家庭等の支援について」） 

 
 
 

【母子家庭と父子家庭の世帯収入格差を埋める程度の手当にする場合の費用総額】 
 
124万世帯（母子世帯） 
         × 
157万円（父子家庭平均年収380万円－母子家庭平均年収223万円） 
         || 
     1兆9,468億円（見込み） 
 
 
（参考：母子家庭平均年収と手当を合わせて300万円程度にする場合） 
124万世帯（母子世帯） 
         × 
77万円程度（300万円－母子家庭平均年収223万円） 
         || 
     9,548億円 

 
 

参考資料 
 ○ひとり親子育て支援費用詳細 

費用の詳細 
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 子どもが産まれる２ヶ月前から８歳になるまでの間に合計で３年間だけ、生計費を賄うための「就労橋渡し手当」を月額7,568ク
ローネ（約136,200円）支給する（所得制限あり）。 

 就労、教育・訓練、求職活動のため他人に子どもの保育を依頼する場合に、「保育手当」を支給する。金額は、子ども１人の場合
は月額2,423クローネ（約43,600円）、２人の場合は3,161クローネ（約56,900円）、３人の場合は3,583クローネ（約64,500
円）である（所得制限あり）。 

 就労のために教育・訓練を受講する一人親には、「教育・訓練手当」が支給される。 
 就労のため住居を移す一人親には、引越費用を賄う「移転手当」が支給される。 

ドイツ 

ひとり親に対しては、就労を促進するための手当が厚い。 

ひとり親の子どもに対しては児童手当に加え拡大児童手当や幼児割増給付が支給される。 
 

 
ﾉﾙｳｪｰ 
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ひとり親の子どもには普通児童給付と追加児童給付と合わせて特別児童給付が支給される。 

ﾃﾞﾝﾏｰｸ 
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財源についての検討 

【歳出削減案】 
－裁量的経費：[2017年度]予算で14.8兆円 → 1.5兆円（1割） 
＊[2017年度]国が負担する人件費（国家公務員人件費、議員歳費、義務教育費等）：7.9兆円 → 0.8兆円（1割） 
 
【国債案】 
－出産・子育て支援費用に使用を限定して発行する国債として、コンソル債（永久に償還せず、一定額の利子が支払われ続ける。）を発行。 
 
【課税案】 
－所得に対する課税：[2015年]国民所得 388兆円 → 3.9兆円(税率1%) (そのうち雇用者報酬263兆円→2.6兆円(税率1%)) 

－資産に対する課税：[2015年]金融資産のうち現金・預金 890兆円 → 8.9兆円（税率1%） 
 
【その他の案】 
－外国為替資金特別会計：[2015年]外為資金は144兆円 → 運用収入(直近5年平均)  2.3兆円（2015年度は2.4兆円） 

－労働保険特別会計     ： [2016年]積立金および雇用安定資金の残高は6兆円 → 剰余金(直近5年平均) 0.2兆円（2016年度は2.8兆円） 

－介護保険給付費     ： [2016年] 10兆円 → 保険料はそのうち5兆円 
－年金運用益       ： 年金運用益（直近15年平均）は4.5兆円（2016年度は-5.3兆円） 

財源案 

       ・妊婦健診・出産費用 
       ・子どもの医療費         
       ・教育費：学校教育費・学校給食費 
           学校外活動費(塾・習い事等)   
       ・保育費 
         ・誕生お祝い金   
       ・ひとり親支援 
      

 
 

6,127億円 
5,956億円 

1兆2,405億円 
2兆4,371億円 
1兆7,659億円 
1兆2,650億円 
1兆9,468億円 

 
合計   9兆8,636億円 
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